
３．緊急地震速報訓練・普及啓発
取り組み状況

資料３

「緊急地震速報評価・改善検討会」（第１１回）
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平成30年度緊急地震速報訓練の実施状況
■緊急地震速報全国訓練の実施

内閣府、消防庁、気象庁で連携して、関係省庁、関連団体等の協力を得ながら、
緊急地震速報の全国的な訓練を平成20年７月から毎年度２回の割合で実施。
平成26年度以降、総合防災訓練大綱（中央防災会議）に緊急地震速報全国訓練の
実施が明示。
平成30年度実施日時
平成30年 7月 5日（木）主に国の機関・地方自治体を対象。訓練報の配信は中止。
平成30年11月 1日（水）国の機関や地方自治体のほか、民間企業・団体、学校、個人等が幅広く参加
※秋の訓練は、津波防災の日に係る訓練として実施（次頁参照）

緊急地震速報訓練へ
参加する自治体数の推移

※このほか、職員を対象と
した対応行動訓練を行う自
治体や、受信機器の動作確
認のみを行う自治体がある
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※H29.7.5及びH30.7.5は訓練報の配信中止のため予定数



＜概要＞

気象庁から緊急地震速報（訓練報）を配信

気
象
庁

国の行政機関

地方公共団体
（防災行政無線等）

Ｊアラート
（消防庁）

学校、民間企業等

訓練参加者は、緊急地震速報を見聞きして
安全確保行動を実践

緊
急
地
震
速
報

（
訓
練
報
）

緊急地震速報から津波避難までの
一連の流れの訓練を実施 （一部自治体）

※テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール）は対象外

総合防災訓練大綱に基づき、津波防災の日（11/5）を中心に、国の機関、地方自治体、学校、民間企業等
や個人が参加し、緊急地震速報を合図に身の安全を確保する訓練を実施。
平成30年度は、11月1日（木）に実施。 訓練により日頃からの地震や津波への備えの重要性を再認識

＜訓練参加団体数＞（訓練事前調査による）

地方自治体：1,788（全都道府県及び全市区町村）
うち、行動訓練や情報伝達訓練を実施する自治体：1,128
うち、Ｊアラートによる住民への情報伝達手段を起動する自治体：874

中央省庁の組織等：757か所
民間企業、各種団体等：842か所

※緊急地震速報の訓練報を配信する民間事業者：8

津波防災の日に係る緊急地震速報訓練(概要)
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スマートフォン用の訓練用アプリ※

を利用して、個人でも訓練を実施可

・アプリ利用実績：H27.11.5訓練 ： 654件
H28.11.4訓練 ： 1,111件
H29.11.1訓練 ： 674件
H30.11.1訓練 ： 1173件

※実際の緊急地震速報ブザー音で訓練を実施
できるアプリ（ＮＴＴドコモ提供）



津波防災の日に係る緊急地震速報訓練(アンケート)①
緊急地震速報を利用した訓練に関するアンケート
期間：平成３０年１１月１日～１１月２１日
対象：EEW訓練への参加呼びかけ機関全て
手法：Webアンケート（気象庁HP） 有効回答数：４２３機関
問：訓練を実施した理由を教えてください

問：これまでに、緊急地震速報の発表を想定した訓練を何回実施したことがありますか（今回の訓練を除いて）

H29年度 H30年度

H29年度 H30年度
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80%

2%
1% 15%

1%1%
地震の際の行動確認のため

地震の際の防災マニュアル等の確認のため

受信端末など機器の動作確認のため

継続的に訓練を実施しているため

その他

無回答77%

3%
3%

17%

6%

42%

実施したことがない

１回ある

２回ある

３回以上ある

無回答

10%

21%

12%4%

53%

17%

25%

10%

1%

「継続的に訓練を実施しているため」が増加

「３回以上ある」が増加



津波防災の日に係る緊急地震速報訓練(アンケート)②

問：訓練に参加された方の人数をお聞きします

問：緊急地震速報の発表を想定した訓練は必要だと思いますか

H29年度 H30年度

H29年度 H30年度 5

55% 32%

11%
1～10人
11～100人
101～1000人
1001～10000人
10001人以上
不明

無回答

50% 31%

17%

2%

必要だと思う

必要ないと思う

無回答

97%97%

2% 1%
2%1%

数十人～数百人規模が多い

「必要だと思う」がほとんど



緊急地震速報 防災講演会の開催（大阪）

■「緊急地震速報10周年～緊急地震速報のこれから～」

日時：平成30年2月14日（水） 午後1時30分～4時
場所：大阪市立阿倍野区民センター 大ホール（来場者500名以上）
主催：大阪管区気象台、（一財）気象業務支援センター、緊急地震速報利用者協議会
後援：近畿地方整備局、近畿運輸局、大阪府、大阪市、

NHK大阪放送局、日本民間放送連盟、日本新聞協会
講演：

• 緊急地震速報10年を迎えて－緊急地震速報が可能にしたこと、今後可能になること－
土井恵治 大阪管区気象台長

• 報道から見た緊急地震速報への期待
大牟田智佐子 毎日放送報道局

• 緊急地震速報をより効果的に活用するために
木村玲欧 兵庫県立大学准教授

• 長周期地震動に対する自助・共助による超高層建築の備え
久田嘉章 工学院大学教授

会場内ブース展示：
緊急地震速報利用者協議会
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緊急地震速報ソングの作成（秋田）

■「緊急地震速報広報ソング 大館市バージョン 気象台HPで公開」
（北鹿新聞 2018/2/25）

秋田地方気象台は、1月に大館市とタイアップして収録した緊急地震速報の広報ソング動画を気象台ホー
ムページで公開した。同速報は2007年10月から一般向けに提供を開始した。広報ソングは言葉の認知度
向上や速報時の適切な対応の周知を目指したもの。運用から10年の節目を記念して、気象台が市に依頼
した。（中略）

作詞作曲、収録や編集を手掛けた気象台の和田幸一郎台長は「市長をはじめ多くの協力に感謝。視聴し
ていただき、速報時にはすぐに身を守る行動ができるよう家庭や職場で話し合うきっかけにしてほしい」と
呼び掛けている。
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PLUM法の広報

○PLUM法導入に際して、以下の事項を訴求ポイントとした広報活動
を展開している。

PLUM法による精度向上
電文形式が変更となることから、専用受信端末の対応状況等
の確認を促す

○利用媒体
• 政府広報（平成30年5月12日放送）
• 報道
• ポスター
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（パネルディスカッション）


